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図１　30年度一般会計　予算の執行状況図５　企業債（借入金）の推移

　
30
年
度
上
半
期（
30
年
４
月
１
日
〜
９
月
30
日
）の
歳
入
・
歳
出
予
算
の

執
行
状
況
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
市
の
会
計
は
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
に
分
か
れ
て
い
ま

す
。
数
値
は
す
べ
て
30
年
９
月
30
日
現
在
の
も
の
で
す
。

平
成
30
年
度
上
半
期 

財
政
の
状
況

表１　積立基金（貯金）
現　在　高

一般
会計

財政調整基金 39億9071万円
特定目的基金 66億2149万円
特別会計 32億3587万円
合　　計 138億4807万円

※ 財政調整基金＝財源の不足に備え
るための基金（家計でいう貯金など）
※ 特定目的基金＝公共施設整備など
特定の目的のための基金（家計でい
う住宅購入資金積立など）

表２　市債（借金）
現　在　高
（元金の残高）

一般
会計

建設事業債 92億9308万円
赤字地方債 109億8331万円

下水道事業会計 48億5078万円
合　　計 251億2717万円

※ 建設事業債＝学校、道路、公園など
の公共施設の整備・改修のための
借入金

※ 赤字地方債＝財源の不足を補うた
めの借入金

一
般
会
計

　
一
般
会
計
は
、
市
税
を
主
な
財
源

と
し
、
福
祉
、
教
育
、
小
・
中
学
校

や
公
共
施
設
の
維
持
・
管
理
、
道
路

整
備
、
ご
み
処
理
な
ど
、
行
政
を
運

営
す
る
経
費
の
大
部
分
を
賄
う
会
計

で
す
。

　

30
年
度
の
予
算
現
額（
年
度
当
初

の
予
算
額
に
補
正
予
算
額
な
ど
を
加

減
し
た
も
の
）は
443
億
２
０
２
２
万

円
で
す
。
執
行
状
況
は
図
１
の
と
お

り
、
歳
入
で
は
収
入
率
が
46
・
４
％
、

歳
出
で
は
執
行
率
が
35
・
０
％
で
す
。

◎
積
立
基
金（
貯
金
）、市
債（
借
金
）、

市
有
財
産

　
積
立
基
金（
貯
金
）は
表
１
、
市
債

（
借
金
）は
表
２
、
市
有
財
産
は
図
２

の
と
お
り
で
す
。

◎�

市
税
負
担
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
な
ど

　
市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
市
民
税

や
固
定
資
産
税
な
ど
の
市
税
負
担
額
、

市
民
サ
ー
ビ
ス
費
用（
※
）、
貯
金
、

借
金
の
１
人
当
た
り
・
１
世
帯
当
た

り
の
金
額
は
、図
３
の
と
お
り
で
す
。

※
市
民
サ
ー
ビ
ス
費
用
＝
市
が
行
う
サ
ー

ビ
ス
に
か
か
る
費
用
の
こ
と
で
、市
税

や
国･

都
か
ら
の
支
出
金
な
ど
が
財
源

※前年度から繰り越された事業の財源（1億3182万円）を含みます。※前年度から繰り越された事業の経費（1億3182万円）を含みます。

市　　　税
（市民税・固定資産税など）
地方消費税交付金
（地方消費税収入の配分金）
地 方 交 付 税
（普通交付税・特別交付税）
使用料及び手数料
（施設使用料など）
国 庫 支 出 金 
（国からの補助金など）
都  支  出  金 
（都からの補助金など）
市　　　債 
（国・都などからの借金）
そ　の　他 
（繰越金、繰入金など）

総　務　費 
（徴税、住民登録など）
民　生　費 
（福祉の充実など）
衛　生　費 
（健康、ごみ処理など）
土　木　費 
（道路、公園の整備など）
消　防　費 
（災害対策など）
教　育　費 
（学校、スポーツ、文化など）
公　債　費 
（借金の返済）
そ　の　他 
（議会、農業、商工など）

歳入 上段：予算現額　
下段：収入済額（収入率）

上段：予算現額　
下段：支出済額（執行率）

予算現額 443億2022万円 
収入済額 205億4993万円 
（収入率 46.4%）

予算現額 443億2022万円
支出済額 155億 843万円 
（執行率 35.0%）

歳出

49億7354万円
14億1401万円 (28.4%)

217億3630万円
83億 977万円 (38.2%)

34億 953万円
12億5967万円 (36.9%)

27億4951万円
9億1989万円 (33.5%)

14億1900万円
6億3901万円 (45.0%)

69億4185万円
19億6652万円 (28.3%)

23億8436万円
6億6835万円 (28.0%)

7億 613万円
3億3121万円 (46.9%)

図３　 市民１人当たり・１世帯当たりの市税負担額、市民
サービス費用、貯金、借金

市税収入額、一般会計の支出額、積立基金現在高、市債現在高を
人口と世帯数で割ったものです。 【

市
民
１
人
当
た
り
】

9万7985円 市税負担額 20万6057円

 【
１
世
帯
当
た
り
】

13万6899円 28万7892円

12万2242円 貯　金 25万7069円

22万1807円 借　金 46万6450円
※ 30年９月30日現在の人口は11万3284人、世帯数は５万3869世帯です。

出資による権利貸 付 金

建　　物土　　地

市民サービス
費用

図２　市有財産

22万948㎡
（学校､庁舎
　　　ほか）

1億2294万円
（昭島市育英会
　　　　ほか）

56万3522㎡
（学校､公園
　　　ほか）

1億600万円
（土地開発公社
　　　　ほか）

表３　30年度特別会計　歳入・歳出予算の執行状況
会　 計　 名 予算現額 収入済額（収入率） 支出済額（執行率）

国 民 健 康 保 険 120億9784万円 48億3403万円(40.0%) 42億6321万円(35.2%)

介 護 保 険 90億9796万円 35億 902万円(38.6%) 35億4107万円(38.9%)

後期高齢者医療 23億6670万円 9億8560万円(41.6%) 7億7069万円(32.6%)

下 水 道 事 業 33億3621万円 11億5858万円(34.7%) 13億8882万円(41.6%)

中神土地区画整理事業 3億9284万円 1億 468万円(26.6%) 1億6669万円(42.4%)

合　　　　計 272億9155万円 105億9191万円(38.8%) 101億3048万円(37.1%)

　
特
別
会
計
は
、
特
定
の
事
業
を
行

う
場
合
に
、
そ
の
運
営
や
経
理
を
明

確
に
す
る
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
分

離
し
て
収
支
を
管
理
し
て
い
る
会
計

で
す
。

　
各
会
計
の
予
算
現
額
と
歳
入
・
歳

出
予
算
の
執
行
状
況
は
、
表
３
の
と

お
り
で
す
。

　
水
道
事
業
会
計
は
、複
式
簿
記（
※
）

に
よ
る「
公
営
企
業
会
計
」で
収
支
を

管
理
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
必
要
経

費
の
ほ
と
ん
ど
を
料
金
収
入
で
賄
う

独
立
企
業
で
す
。
事
業
の
経
営
状
況

は
、
図
４
〜
６
の
と
お
り
で
す
。

◇　
　
◇　
　
◇　
　
◇

　
以
上
が
30
年
度
上
半
期
の
財
政
の

状
況
で
す
。

　
市
税
収
入
の
大
幅
な
増
加
が
見
込

め
な
い
一
方
、
児
童
福
祉
費
な
ど
の

支
出
が
増
加
し
て
い
る
た
め
、
財
源

不
足
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
こ
れ

を
補
う
た
め
、普
通
交
付
税（
地
方
自

治
体
間
の
財
政
不
均
衡
を
改
め
る
た

め
に
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
お
金
）が

４
億
５
３
０
４
万
円
交
付
さ
れ
る
こ

と
が
決
定
し
ま
し
た
。

　
市
の
財
政
は
非
常
に
厳
し
い
状
況

に
あ
り
ま
す
が
、
今
後
も
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
維
持
・
向
上
の
た
め
、
限
ら

れ
た
財
源
を
有
効
に
活
用
し
、
適
正

な
予
算
執
行
に
努
め
ま
す
。

☆
詳
し
く
は
、
一
般
会
計
・
特
別
会

計
は
財
政
課
、
水
道
事
業
会
計
は
水

道
部
業
務
課
☎
543
６
１
１
１
へ
。

※
複
式
簿
記
＝
ひ
と
つ
の
取
り
引
き
を
原

因
と
結
果
の
二
面
か
ら
記
録
す
る
会
計

方
法

特
別
会
計

企
業
会
計（
水
道
事
業
）

図６　経理の状況（消費税抜き）

【収入 2942万円】
負担金　2942万円
工事経費のうち市や
企業が負担する分

【支出 4億384万円】
建設改良費用　8722万円
配水管の布設工事などの費用
※ 水道水の安定給水と有効利用､
また､災害に強い水道施設の整
備のために､配水管の布設及び
布設替工事などを行っています。
企業債償還金　1662万円
企業債の元金
投資その他の資産　3億円
将来の施設更新に備え、資金運用
による有価証券の購入

資本的収支 （ 古くなった水道施設の改良や新しい施設の設置のために必要な経費）収益的収支 （ 水道料金などによる収入と家庭に水を送るために必要な経費）

【支出 2億8293万円】
営業費用　2億7890万円
原水及び浄水費、配水及 
び給水費、設備修繕費、
減価償却費など
営業外費用　403万円
企業債の借り入れ利息
など

【収入 8億9254万円】
営業収益　8億7349万円
水道料金による給水の収 
益など
営業外収益　1905万円
預金利息、下水道使用料 
受託徴収収益など

図４　給水人口と配水状況

192億5390万円
111億 9万円 (57.7%)

20億1400万円
11億4489万円 (56.8%)

5億5304万円
3億2043万円 (57.9%)

8億8806万円
4億1532万円 (46.8%)

91億4676万円
36億9950万円 (40.4%)

59億4668万円
17億 997万円 (28.8%)

18億7380万円
1140万円 ( 0.6%)

46億4398万円
21億4833万円 (46.3%)

■給水人口 29年度上半期　11万3009人
 30年度上半期　11万3283人
 （前年度比274人 0.2％増）

■給水世帯 29年度上半期　5万3302世帯
 30年度上半期　5万3868世帯
 （前年度比566世帯 1.1％増）

■配水量 29年度上半期　634万4840m3

 30年度上半期　642万4130m3

 （前年度比７万9290m3 1.2％増）

※有収水量（料金の対象となる配水量）は621万6660m3です。

6001万円

1億1335万円

530円

1003円

企業債とは、水道施設の建設や改良のために借り入
れるお金のことです。上半期は、新たな借入金はな
く、償還金1876万円（元金1662万円、利息214万円） 
を支払いました｡

■現在高（元金）

 29年９月末

 30年９月末

■給水人口１人当たりの額

 29年９月末

 30年９月末


